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２ 地域包括ケアシステム構築の緊急性 

 

○ ７５歳以上人口について、全国では、平成２４年の１,５１９万人が、

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年には、１.４倍の２,１７９万人

に増えていくと予測されている。 
一方、本県は、現時点では他の県と比べて比較的若い世代が多い県であ

るが、７５歳以上人口は、平成２４年が７２万人に対し、平成３７年には

１.６倍の１１７万人となり、全国平均を上回るペースで増加することが見

込まれている（表 1）。これは、大都市圏に共通する傾向である（参考デー

タ図①・②(P.69)を参照）。 

 
＜人口の将来推計〔表 1〕＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 「年齢階級別通院者率」や「要介護（支援）認定率」（高齢者に占める

要介護（支援）者の割合）を見ると、高齢になるほど通院者率や要介護（支

援）認定率が高くなることは明らかであるが（表 2・図 1）、特に７５歳以

上になると医療や介護の必要度が急激に高まることが指摘されている。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 

平成24年 12,752 3,079 (24.1%) 1,519 (11.9%)
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平成24年 743 159 (21.4%) 72 (9.7%)
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○ 自宅で死亡する人の割合は、昭和２６年は全国で 82.5%であったが、平

成２２年は、12.6%に減少している。 
一方、病院で死亡する人の割合は、昭和２６年は 9.1%であったが、平成

２２年は 77.9%まで上昇している。（図 3） 
 

＜死亡場所別割合の年次推移（全国）〔図 3〕＞ 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

○ 本県の死亡場所の状況も全国とほぼ同様であり、平成２３年には病院

が 79.0%で、自宅が 12.0%となっている。（参考データ図③(P.70)を参照） 
 

○ 平成２４年の本県の死亡者数は６１，３５４人で、昭和４０年の２８，

８９７人と比べるとこのおよそ５０年間で２倍強に増加している。 
全国の年間死亡数の将来推計によると、全国では平成２４年の約１２６

万人から平成５１年には約１６７万人に増加すると見込まれており、本県

においても今後、死亡者が大幅に増加するものと思われる。（図 4） 
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＜年間死亡数の年次推移（全国・愛知県）〔図 4〕＞ 

 
 

 
○ 高齢化の進行等を背景に、国の推計（「社会保障に係る費用の将来推計

の改定について」（平成２４年３月））によると、医療費は平成２４年度の

４０.６兆円が平成３７年度には１.５倍の６１.８兆円に、また、介護給

付（総費用額）は平成２４年度の８.９兆円が平成３７年度には２.４倍の

２１兆円へと大幅に増加し、介護保険料も月額４，９７２円（全国平均）

が８，２００円程度になると見込まれている。（社会保障と税の一体改革

における医療の充実と重点化・効率化の効果が反映された数値（図 5・6）） 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」（H24 まで） 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（H25 から） 

資料：厚生労働省 

＜医療費の将来推計〔図 5〕＞ 

※１ 社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成 24 年 3 月）のバックデータから作成。 
※２ 「現状投影シナリオ」は、サービス提供体制について現状のサービス利用状況や単価をそのまま将来に投影（将来の人口構成に適用）した場合、 

「改革シナリオ」は、サービス提供体制について機能強化や効率化等の改革を行った場合。（高齢者負担率の見直し後） 
※３ 「現状投影シナリオ」「改革シナリオ」いずれも、ケース①（医療の伸び率（人口増減や高齢化を除く）について伸びの要素を積み上げて仮定した場合） 
※４ 医療費の伸び、GDP の伸びは、対 2012 年度比 
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○ こうした中、持続可能な社会保障を確保するためにも、安易な病院頼み、

施設頼みではなく、地域において自分らしい暮らしを続けることができる

ように地域包括ケアシステムの構築が求められている。 
 
○ 地域包括ケアシステムでは、地域で急増する高齢者を支える良質なサー

ビス提供の基盤を地域において着実に整備していく必要があり、できる限

り早期にシステム構築に着手することが必要である。 
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３ 高齢化等における本県の特徴 

 

○ 県内の各市町村の高齢化率の現状を見ると（参考データ図④(P.70)を参

照）、６５歳以上人口の割合は、愛知県平均は 20.3%(全国：23.0％)であ

るが、県内の市町村を比較すると、最も低い長久手町は 13.2％であり、

最も高い東栄町は 47.8％となっている。 

また、７５歳以上人口の割合では、愛知県平均は 8.9％(全国：11.1％)

であるが、市町村別では、最も低いみよし市が 5.0％であり、最も高い豊

根村は 31.7％となっている。 

さらに、８５歳以上人口の割合では、愛知県平均は 2.2％(全国：3.0％)

であるが、市町村別では、最も低いみよし市が 1.1％であり、最も高い東

栄町は 10.0％となっており、それぞれの市町村によって高齢化の状況が大

きく異なっていることがわかる。 

 

○ 次に、平成２２年から平成３７年までの間の人口の将来推計を見ると

（参考データ表①(P.71・72)を参照）、平成２２年から平成３７年まで総

人口が増加し続ける市町村は１０市町であり、その他の市町村は、平成３

７年までの間に人口減少が始まると推測されている。 

一方、６５歳以上人口は、設楽町、東栄町、豊根村の３町村を除き、ど

の市町村も平成３２年までは増加しているが、平成３７年になると１６市

町村で減少に転じる。 

なお、７５歳以上人口については、上記の３町村を除き、すべての市町

村において増加し続けると推測されている。 

 

○ また、保険者別の要介護認定率（要介護１以上）をみると（参考データ

図⑤(P.73)を参照）、６５歳以上の要介護認定率が一番低い小牧市は 7.0％、

一番高い設楽町は 26.3％であり、４倍近い開きがある。 

同様に、６５～７５歳未満の要介護認定率も、一番低い阿久比町は 1.5％、

一番高い設楽町は 7.2％となっており、７５歳以上は、一番低い小牧市は

14.8％、一番高い設楽町は 37.0％となっている。ここでも大きな地域差が

見られる。 

 

○ 第５期市町村介護保険事業計画期間（平成２４～２６年度）における各

保険者の介護保険料基準額（月額）を見ると（参考データ図⑥(P.74)を参

照）、愛知県の平均は４,７６８円（全国平均：４,９７２円）であるが、

一番低い小牧市（３，６４７円）と一番高い名古屋市（５，４４０円）で

は１，７９３円の差がある。 
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○ 最後に、死亡者数のうち、各市町村における自宅での死亡割合を見ると

（参考データ図⑦(P.74)を参照）、平成２４年の愛知県の平均は 12.4%（６

１，３５４人中７，６２５人）のところ、最も割合が高い半田市は 20.2%

（９８２人中１９８人）で、最も割合が低い豊根村は 0%（２９人中０人）

であり、ここでも大きく状況が異なっている。 

 

○ 以上のように、本県は、市町村によって高齢化率や要介護認定率などの

地域差が非常に大きいという特徴が見られる。各地域では、自らその状況

をよく考え、自分たちの地域の状況に合った地域包括ケアシステムをつく

り上げていくことが重要である。 


